
令和４年度
戸建住宅向け充電設備導入促進事業

概要説明会

公益財団法人東京都環境公社

クール・ネット東京



戸建住宅向け充電設備導入促進事業 概要説明会

■ご協力のお願い■

1.入室後、貴社名_名前の順に表示をお願いいたします。

2.説明会中はカメラ、マイクはOFFにさせていただきます。

3.説明会は録画させていただきます。
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自動車から排出される二酸化炭素の削減を図るため、電気自動車及びプ
ラグインハイブリッド自動車の普及促進に向けて、充電設備の導入を促
進します。

あわせて、戸建住宅において二酸化炭素を排出しない太陽光等による再
生可能エネルギーをその電源として活用していくことを目的とするもの
です。

１．事業概要について
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東京都

東京都環境公社

基金造成

①出えん
助成対象者

助成対象事業：

助成対象設備の購入、設置工事

②助成金申請

③交付決定

④助成金支払



事業実施期間：令和６年度まで

交付は令和７年度まで

※毎年度申請受付期間を設け、予算の範囲内で行います。

令和４年度申請受付期間：

令和４年７月１５日から令和５年３月３１日まで

※予算超過が起きた際は超過日で申請受付終了します。

２．実施期間
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【助成対象者】

都民（個人）または

都民（個人）とリース契約を締結したリース事業者

※都民（個人）は都内に住所を有し、

都内の戸建て住宅に充電設備を設置、使用していること。

※対象となる戸建住宅に太陽光発電システムを設置または

電力会社と再生可能エネルギー100％の契約をしていること。

３．申請の要件について
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【助成対象設備】

• 一般社団法人次世代自動車振興センターが補助金の交付対象となる
設備として承認したものであること。

➢普通充電設備（出力10kW未満、V2Hを除く）

➢充電用コンセント

➢充電用コンセントスタンド

• 新品であること。

• 令和４年４月１日から令和７年３月３１日までに設置すること。

• 国や他の地方自治体から、申請する助成対象設備に対する同種の補
助金や助成金の交付を受けていないこと。

３．申請の要件について
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【助成対象設備の確認方法】 一般社団法人次世代自動車振興センター http://www.cev-pc.or.jp/

赤枠で囲んだ箇所をクリック
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３．申請の要件について



該当するメーカー・型式の機種
があることを確認してください。
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【助成対象設備の確認方法】 一般社団法人次世代自動車振興センター http://www.cev-pc.or.jp/

３．申請の要件について



【設置場所】

• 建物の全部事項証明書（登記簿）の表題部にある種類が「居宅」の
みであること。

※「居宅・事務所」などの居宅以外の記載がある場合は助成対象に
なりません。

• 東京都内の既築住宅であること。

• 戸建住宅の敷地内であること。

• 充電中車両が公道にはみ出す等の法令違反とならないようにするこ
と。

３．申請の要件について
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【充電設備の受電元】

• 原則戸建住宅の配電盤・分電盤であること。

• 戸建住宅に太陽光発電システムを設置または

電力会社と再生可能エネルギー100％の契約をしていること。

※太陽光発電システム：発電した電力が、充電設備を設置する戸建
住宅で使用可能なこと。

※再生可能エネルギー100％の契約：小売電気事業者等が提供する
「再エネ電力メニュー」一覧に記載がある
契約を結んでいること。

３．申請の要件について
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赤枠で囲んだ箇所をクリック
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３．申請の要件について

【再エネ電力メニューの確認方法】 環境省HP https://www.env.go.jp/air/100.html

click‼
下にスクロール



契約中の再エネ電力メニューが掲載されていることを確認してください。
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【再エネ電力メニューの確認方法】 環境省HP https://www.env.go.jp/air/100.html

３．申請の要件について



１基につき25,000円

（設備購入費・設置工事費）

※申請は１基ごとに行ってください。

※助成対象経費の中に助成対象者の自社製品の調達分または助成対象
者に関係する者からの調達分がある場合は利益排除に該当します。
該当する場合は公社にご相談ください。

４．助成金額
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５．助成金申請から交付までの流れ
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から１年以内

交付決定通知書の送付から
１箇月程度で
公社から振り込みます。

クール・ネット東京の
戸建住宅向け充電設備導入促進事業HP
から電子申請

不備ない申請で１～２箇月程度で
交付決定通知書を送付します。

申請者

クール・ネット東京



【リース契約で充電設備を購入した場合】

リース契約書に記載の金額が

充電設備助成金分（25,000円）引かれている場合

申請者：リース事業者

充電設備助成金分（25,000円）引かれていない場合

申請者：リース契約を結んだ個人

契約書に申請者及びリース事業者双方の印がない場合は

貸与料金の算定根拠明細書が必要です。

６．その他注意事項

10



【処分制限期間について】

• 期間内に処分等をした場合、財産処分承認申請が必要となります。

• 期間内は継続して太陽光発電システムの設置や再生可能エネルギー
100％の電力契約を行ってください。

６．その他注意事項
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充電設備機種 処分制限年数

普通充電設備
充電用コンセントスタンド

（付帯設備も含む）
６年

充電用コンセント
（付帯設備も含む）

３年



公益財団法人東京都環境公社
東京都地球温暖化防止活動推進センター
（愛称：クール・ネット東京）

ＴＥＬ：０３－５９９０－５２１８
受付時間：月曜日～金曜日（祝祭日及び年末年始を除く）
９：００～１７：００（12時～13時は除く）

メールアドレス：cnt-homecharge@tokyokankyo.jp

11

問合せ先



東京都の取組のお知らせ

マンション充電設備普及に向けた連携推進協議会（仮称）について

19

• １ 概要

東京都では集合住宅の充電設備普及を図るため、関連する団体、事業者等で構成する

「マンション充電設備普及に向けた連携推進協議会（仮称）」を設置します。

• ２ 活動内容

充電事業者やマンション事業者等の関連事業者と連携し、導入事例やノウハウの共有や、

充電設備導入に係る課題の掘り起こし、個々の状況に合わせてマッチング等を図ります。

• ３ 充電事業者の公募について

本協議会に参加を希望する充電事業者を公募しています。（9月2日（金）17:00まで）

要件：集合住宅向け充電サービス事業を実施している、

または実施を予定している事業者であること等

※詳細については環境局HPをご覧ください。 東京都 環境局 気候変動対策部 家庭エネルギー対策課

TEL:03-5388-3533

https://www.kankyo.metro.tokyo.lg.jp/vehicle/sgw/promotion/200500a20220722161421303.html

https://www.kankyo.metro.tokyo.lg.jp/vehicle/sgw/promotion/200500a20220722161421303.html

